志免町道路後退用地整備要綱
　（目的）

第１条　この要綱は、建築基準法（昭和25年法律第201号。以下「法」という。）第42条第２項の規定に基づく道路後退用地の整備等に関し必要な事項を定め、良好な住環境の整備を図ることを目的とする。

　（定義）

第２条　この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。

　（1）　建築主等　法第２条第16号に規定する建築主（建築主と土地所有者が異なる場合は、当該土地所有者を含む。）をいう。
　（2）　建築行為　法第６条第１項の規定により、建築主事の確認（以下「確認申請」という。）を受けなければならない建築物を建築する行為をいう。

　（3）　後退線　法第42条第２項の規定により道路の境界線とみなされる線をいう。

　（4）　後退用地　建築行為に係る敷地で、法第42条第２項の規定により道路とみなされる部分をいう。
　（5）　工作物等　門、塀、柵、土囲い、花壇、生け垣、樹木等をいう。
　（適用範囲）

第３条　この要綱は、次の各号のいずれかに規定する道路に接する土地において、建築主等が自己居住用として建築行為を行う専用住宅を建築する場合に適用する。
（1）　志免町が管理する道路のうち、法第42条第２項の規定による道路

（2）　法第42条第２項の規定を準用する必要があると町長が必要と認めた道路

　（建築主等が実施する事項）

第４条　建築主等は、前条に規定する道路に接する敷地に建築行為をする場合は、確認申請を提出するときから建築行為が完了するときまでに、次の各号に掲げる事項について実施するものとする。
（1）　当該敷地の境界確定を行い、後退用地を確定すること。ただし、境界確定ができないときは、暫定的な後退用地とする。
（2）　後退線を明示すること。
（3）　次条、第６条及び第８条に規定する手続等を行うこと。
（4）　後退用地内に建築物、工作物等がある場合はこれらを除却すること。
（5）　道路と後退用地に高低差がある場合は、道路と後退用地を同じ高さに整備し、路肩に適切な保護処置をすること。
（6）　建築主等は、町長に対し後退用地の無償譲渡を承諾すること。ただし、建築主等が後退用地を無償譲渡することが困難又は町長が後退用地を譲渡されるに当たり不適当と認めるときは、当該後退用地の利用について、無償使用の承諾をもって代えることができる。
（道路後退協議の手続等）
第５条　建築主等は、前条の規定により次の各号に掲げる手続等を行うものとする。
（1）　道路後退協議申請書（様式第１号。以下「協議申請書」という。）を町長が定める図書とともに町長に提出すること。
（2）　協議申請書を提出後には、現地にて志免町職員と後退線及び周辺道路状況の確認のための立会を行うこと。ただし、建築主等が立会を行うことが困難である場合は、当該建築行為を請け負う法第２条第17号に規定する設計者又は法第２条第18号に規定する工事施工者が行うことができる。
　（後退用地寄附等の手続）

第６条　建築主等は、後退用地を第４条第６号の規定により町に無償譲渡するときは、後退用地分筆依頼兼寄附申込書（様式第２号。以下「寄附申込書」という。）を町長が定める図書とともに町長に提出するものとする。
２　建築主等は、後退用地を町に無償譲渡するときは、寄附申込書提出前までに次の事項を行わなければならない。
　（1）　後退用地に不動産登記法（平成16年法律第123号）第３条に規定する所有権（以下「所有権」という。）以外の権利が設定されているときは、これらの抹消の登記を行うものとする。
　（2）　後退用地の所有権に相続等の所有権移転登記が必要な場合は、所有権移転登記を行うものとする。
３　建築主等は、第４条第６号ただし書の規定によるときは、後退用地無償使用承諾書（様式第３号。以下「無償使用承諾書」という。）を町長が定める図書とともに町長に提出するものとする。

　（費用の負担）

第７条　町長は、寄附により取得する後退用地について、当該後退用地の分筆登記、町への所有権移転登記及び舗装整備工事後の地目変更登記をし、これらに係る費用を負担することができる。
２　前項の規定にかかわらず、町長が必要と認めた場合においてはこの限りではない。
　（後退用地の整備の手続）

第８条　建築主等は、後退用地の整備が可能になったときは、後退用地道路整備工事依頼書（様式第４号。以下「工事依頼書」という。）を町長が定める図書とともに町長に提出するものとする。
　（後退用地の整備）

第９条　町長は、建築主等が第６条第１項の規定により寄附申込書及び前条の規定により工事依頼書を提出したときは、次の各号に掲げる整備工事を行うものとする。
（1）　後退完了後、既存道路の形態と同様な整備工事
（2）　前号の整備工事が困難と認められるときは、建築主等と協議した道路形態の整備工事
２　町長は、建築主等が第６条第３項の規定により無償使用承諾書及び前条の規定により工事依頼書を提出したときは、次の各号に掲げる整備工事を行うものとする。

（1）　後退完了後、既存道路の形態と同様な舗装整備工事
（2）　前号の舗装整備工事が困難と認められるときは、建築主等と協議した道路形態の舗装整備工事

３　前２項の規定にかかわらず、町長が必要と認めた場合においてはこの限りではない。
　（後退用地の維持管理）

第10条　町長は、前条に規定する整備工事を行った後もその後退用地において、前条に規定する整備工事を超えない範囲で維持管理を行うものとする。
２　前項の規定にかかわらず、町長が必要と認めた場合においてはこの限りではない。

　（固定資産税の非課税）

第11条　町長は、第４条第６号ただし書の規定により無償使用の承諾を受けた後退用地に係る固定資産税について、第８条の規定により工事依頼書が提出された日以後最初に到来する地方税法（昭和25年法律第226号）第359条の規定による賦課期日（１月１日）に係る年度から、非課税措置を講じるものとする。
２　前項の規定にかかわらず、町長が必要と認めた場合においてはこの限りではない。

　（適用の除外）

第12条　この要綱の規定は、志免町開発事業指導要綱（令和２年志免町告示第25号）に基づく、事前協議の対象となる建築行為を行う場合は適用しない。
　（その他）

第13条　この要綱に定めるもののほか、必要な事項は町長が別に定める。

　　　附　則

この要綱は、公布の日から施行する。

